
第 22 回日本都市計画学会中部支部研究発表会の報告 

               2011 年 10 月 7 日 会場 じばさん三重（財団法人 三重北勢地域地場産業振興センター） 

 

第２２回日本都市計画学会中部支部の研究発表会ならび

にシンポジウムが、平成23年10月7日（金）に「じばさん

三重（財団法人 三重北勢地域地場産業振興センター）にお

いて開催された。午前中の研究発表会、また午後のシンポジ

ウムには，会員以外の一般市民を含め、当初の予定を上回る

大勢の出席者（研究発表会：54名、シンポジウム：145名）

が参加して、非常に活発な質疑応答が行われた。 

１．午前の部（10：00～12：00）・・・研究発表会 

研究発表の件数は、昨年度（19 編の発表）とほぼ同じで、

18 編の研究発表が行われた。 

第一会場（研修室１）では、第１セッションで「地域づく

り手法としての『美し国おこし・三重』事業」（藤本和弘）、

「重伝建地区の修理修景事業のための運営体制に関する調

査」（飛田裕彰、他）、「欧州における国境を跨ぐ広域都市圏の

空間戦略とガバナンス」（大貝彰、他）、「地方都市における地

域拠点の階層化に関する研究」（小久保豪和、他）の発表が行

われ、第２セッションでは「A comparative analysis of some 

of the existing neighborhood sustainability assessment 

tools」（Ayyoob Sharifi,Akito Murayama）、「地区スケール

の環境性能評価システムから見る環境配慮型地区の空間デザ

イン要素」（永田斎記、他）、「小都市における工業立地に伴う

周辺開発に関する研究～Ｓ社三重工場及び周辺開発を事例と

して～」（千葉啓広、他）、「地方都市における中心と郊外を結

ぶ拠点の形成に関する考察～豊川市諏訪地区における『まち

ＤＥＮラボ』の実践例を通じて～」（服部敦、他）、「低炭素街

区群の形成に向けた近年の日本における政策・技術の動向」

（鈴木雄三、他）の各発表が行われた。第二会場（６Ｆホー

ル）では、第１セッションにおいて「景観計画における眺望

景観保全方法の設定要因に関する研究」（森山貴行、他）、「西

尾市の歴史まちづくりの実現性に関する考察」（本多弘司）、

「地区コミュニテイの計画策定プロセスにおける討議の円滑

化に関する実験的分析」（藤澤徹、他）、「都市空間の図面を見

た際の空間認知」（藤岡康平、他）の各発表が、また第２セッ

ションでは、「南京市都市計画と交通状況の変遷に関する研

究」（林小虎、他）、「コミュニティバスの運行内容の変化が利

用者意識に及ぼす影響～愛知県日進市くるりんばすの再編を

対象として～」（加藤良介、他）、「住民意識からみた過疎地有

償運送の課題に関する研究（中平恭之）、「妻籠宿における観

光客の意識構造と散策行動の基礎的分析」（宮地祐麻、他）、

「民有地の樹木群が形成する緑景観に対する住民の価値意識

からみた地域管理の可能性に関する一考察～名古屋市東部の

低層住宅地の場合～」（松田浩紀、他）の発表が行われた。発

表内容は、それぞれ様々であるが、いずれも今日的課題であ

り、活発な質疑応答が行われた。 

２．午後の部（13：00～16：30）・・シンポジウム 

午後からは、２件の「基調講演」（『東海・東南海・南海地

震に備える東海地方の事前復興の展望と課題』（中林一樹：明

治大学特任教授）、『三重県復旧・復興マニュアル（案）の策

定と展望』（小林修博：三重県防災危機管理部地震対策室長）

とパネルディスカッション（コーディネーター・・・浅野聡：

三重大学准教授、コメンテーター：中林一樹（前掲）、パネリ

スト・・・池田浩敬：富士常葉大学教授、小林修博：前掲、

三谷義治：国際航業株式会社西日本事業本部担当部長、舘英

次：四日市市都市整備部次長）が開催された。 

基調講演（中林教授）では、「事前復興計画の策定とそれ

にもとづく普段からのまちづくりが重要」との指摘があった。

小林室長からは、現在進められている三重県での復旧・復興

マニュアルの作成状況の説明と「平常時から復興に備える取

り組みが必要」との指摘があった。 

 
写真  午後のシンポジウム 

また、パネルディスカッションでは、「震災から逃れること

はできないので、発災後、如何にして避難するかが重要」、「震

災後にも使える都市計画マスタープランの策定が重要」、「日

常のまちづくりにおいても、震災を想定した集約型の防災ま

ちづくりが重要」等との指摘があり、現在、国・県レベルで

復旧・復興マニュアルづくり等が進められているが、今後は

基礎自治体（市町村レベル）が、どれだけ住民と一緒になっ

て考えられるか、がポイントであるとのまとめがなされた。 

 (文責：高山純一(金沢大学)) 


